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1．は じめ に

　現在 ，耐 震 計算法 と して 構造 骨組 の エ ネル ギー
吸収 能 力 に よ

り建物 の 耐 震 安全 性 を確 保 す るエ ネ ル ギーの 釣 合 に基 づ く応 答

予 測法
］） 〔以 後，エ ネル ギー法 と呼 ぶ ）が 規定 され て い る。

　制振構造に お い て，主架構 が 弾性で の エ ネル ギー
法は 秋山 ら

1）
に よ り提案され，北村 ら

2）
に よ り主 架構が塑性化する 場合に も

対応 で き る よ うな式 に 拡張 され た。エ ネル ギー法 で は，エ ネル

ギー配 分 を決定す る重 要 な指標 と して 等価繰返 し数が あ り，北

村 らの 式で は 主架構が 塑性 化す る場合の ダン パ ー
の 等価繰返 し

数 に耐震構造の 等価繰返 し数 と同 じ LO を使用 して い る。しか

し，主 架構が塑性化する場合 に は ダ ン パ ー
の 等価繰返 し数は主

架構 の 塑性化の 程度 に応 じて徐 々 に低下す る事を筆者 らは文 献

3 で報告 して い る。また，北村らの 方法 で は，主架構が 大きく

塑性 化す る事を想 定 して い る た め，全層 で主架構が塑性化す る

式 となっ て お り， 主架構 が 弾性 である場合と塑性化す る場合が

混在す る ような建物応答の 場合 は考慮 され て い ない 。

　本報で は 「主架構 の 塑性 化 の 程 度 に応 じて ， ダン パ ー
の 等価

繰返 し数を低減 させ る」 とい う方法に より，主架構の 塑性化の

程度 に応 じた応答評価式を導出する。ま た，応答評価式に よ る

建物応答 と時刻歴応答解析結果 の 高 さ方向分布 を示 し，比較す

る事で 応答評価式 の 妥当性 を検証 す る 。

2．検討対象建物 及 び入 力地 震動 の 概 要

2．1 検討 対 象建 物 の 概要

　検討対 象建物 は，5 階建 て ，8 階建 て，10階建 て の 鋼構 造建

物 とす る。各建物の 基準階伏図 と軸組図を図 1（a）〜（c）に 示す。

制振建物は，ダン パ ー
を図 1（a）〜（c）の 示 す位置 に付与 したモ デ

ル とする。解析対象は X 方 向と し，減衰 定数 は主架構の 1次固

有周 rafTlに 対 して h＝2％ とな る剛性比 例型 とした。せ ん断モ

デル の 作成は，主架構の み の 静的増分解析 よ り得 られ る 各層の

履歴曲線 が，終局変形 δ齠 時ま で の 範囲で ， 斜 線部 の 面積 が 等

価 とな る よ うに完全 バ イ リ ニ ア 置換す る （図 2 参照）。なお，静

的 増分解析 で の 外 力に は 4 分布に 基づ い た 層せ ん 断 力 を 用 い

た。表 1（a）に 各建 物 の 主架構 の 降伏 耐 力 ∫g 川
主 架構 の 降伏 変
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図 1 基 準 階伏 図 と軸 組 図 （単位 ： m ） 一 ダ ン パ ー設 置位置

5層モ デル

f9 −　 ∫
ki

kN 　 　 　　！crn

I5030 　　 5624

22400 　　 5771

27936　　 5786

32175　　6233
35154 　　 7435

表 1（a）各 建 物 の 主架構 諸元

　　　　　　　　　　　　　10層モ デル

∫
δ切
 

2，673
．984
．835
、］64
．73

　表 1（b）各建 物 の 主架構諸元

8層モ デル
∫ρ．．，

　r
∫々、
剛 〆cm

∫δ凋

cm

∫9胃 ∫
々

卩　　 〆
δ．圃

kN〆cm 　　 cm616925612

．41
8866256D3 ．46

42512 匸47 】．98 且102626154 ．22
628923082 ，73131962670494
82董424053 ．421475727405 ．39
974027213 ．581614128025 ．76
lD99828613 ．841728428676 ．03
1200829744 ．041822829946 ．09
1279233393831899632655 ．82
B35250142 ．661957847404 、13

5層モ デル 8層モ デル m 層モ デ ノ

π 1（sec ） 1、】01 ．512 ．Gl
曜 （kN） 751994911567912

∫
α

｝10 ．470 ．270 ．29

　　　　　　　　　　　　　　くO − 5 層モ デル ＋ 8 層モ デル

　　　　　　　　　　　　　　　　 ＋ 10層モ デル

　　　　　　　　　　　　　　　　監

fe ・ 　
　　 　　　　
　　 　　　　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 δi

　　図 2 主 架構 の 復元力特性　　図 3 ダ ン パ ー
の 耐力比分布

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （。9）
・i！．ρy ］）

形∫
δ
ジ ，主架構 の 初期剛性 ／島 を示 し，表 1（b）に fTl，建 物全重

量及び 第 1層の 降伏層せ ん 断力 係数f α
）
，1 （＝＝fQ ，】

／m ） を示す 。

ダ ン パ ーに は軸材 に LY225 材 を用 い た 座屈 拘束ブ レ
ー

ス を使用

　し，ダ ン パー
の耐 力 比 分布 は 図 3 に 示 す よ うな 4 分 布 に 基 づ
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い た層せ ん 断力の 分布 に従 っ て決定 した 。 第 1層の ダン パ ーの

降伏層せ ん 断力 sQ ）
，
］
は ，次式で 求 め られ る。

　 　 　 　 ガ

，Q
、
．1＝、a

）
、ド Σ鵬

・
9

　 　 　 　 r＝1
（1）

こ こ に，。α
）
．
］：ダ ン パ ー

の 降伏 層 せ ん 断 力係 数，N ：全 層 数，　 mt ：i

層の 質量，g ：重力加速度 で あ る。

（1）式 で は ，aJ ，1 をパ ラ メ
ー

タ と して ダン パ ー
の 降伏層せ ん 断力

を変化 させ て い るの で ，。a
）
．］ を ダ ン パ ー量 と呼び，本報 で は

s α
」
．1＝＝｛〕．02，0．04，0．06，0．08，0．10，0．12，0．15，0．18，0，20，

O．25 の 10種類を用い る。本報 で 用 い る ダン パ ーは，塑性 化部

と弾性部 で構成され るため，解析で 1本 の 部材 と して モ デル 化

する場合，ダン パー
剛性と断面 積 は，等価剛性及 び等価断面積

4）を用 い る こ と とす る。

2．2 入 力地震動 の概要

　解析 に用い る入力地震動は，コ ーナー周 期 r．

＝0．64（s）以降の

領域で ，S．＝100　cm ！s （h＝5％）となる位相特性 HACHINOHE ！968

EW （以後，　ART 　HACHI ），　JMA 　KOBE 　1995　NS （以 後，　ART 　KOBE ）

の 模擬波と，最大速度 を 50   1sに 基準化 した El　Centro1　940NS

（以 後 El　Centro）の 観測 波 を採 用 する。入 力加 速度倍率は 1．0，

2．0，3．O，4。0 倍 を用 い て 検討を行 う。図 4（a），（b）にそれ ぞれ 入

力 加 速 度 倍 率 1．O 倍 の 速 度応 答 ス ペ ク トル とエ ネル ギース ペ ク

トル を示 す。

3．等価繰返 し数の検討

3．1 ダ ンパー
の 等価繰返 し数の低下 率とfP 、の 関係

　ダン パ ー
の 等価繰返 し数。n，は 次式 で 算出され る

D。

　　　　　　。彫
μ

snt
＝
4・

，e ．

・（6。。，一，ら） 　 　 　 　 （2）

こ こ に，s　MPt ：ダ ンパ ー
の エ ネル ギー

吸収量，。δM　： ダン パ ー
の

降伏変形，tim。、i ：最 大 層 間変形 で あ る 。

　主架構の 塑性変形倍率f” 、は次式で 算出 され る。

　 　 　 i
　 fμ ，＝＝一！t； 一 1　　　　　　　　　　　　　　　 〔3）
　　　 ∫

δ
岡

図 5に ダ ン パ ー
の 等価繰返 し数の 低下率 β♂ 、n μ

1，n 。i を縦軸 と

し，横軸 を fμ i と し た ときの 時刻歴 応答解析 結果 を示 す。こ こ

で，、 net は主 架 構 が 弾性 状態，。
nPt は 主 架構が 塑性化 した とき の

ダン パ ー
の 等 価繰 返 し数 で あ る。文献 2 で は ，ダ ン パ ー

の 等価

繰返 し数 に 主 架構が 弾性状態の ときは 2，5，主架構 が塑性 化す る

とき は耐 震構 造 の 等 価 繰返 し数 で あ る 1．0 を使用 して い る。こ

れを fi。iで表すと，い ずれ の fPt　t にお い て も 0．4 で あ る こ とを意

　 ミ（c耐 s）
200150

且0050

　 　 7（s）　 （s）
　 o　 　　 　 1　　 　 　 2　 　 　　 3

（a）速 度応 答 ス ペ ク トル 　　　（b）エ ネル ギース ペ ク トル

図 4 各入 力 地 震動の ス ペ ク トル （入力加速度倍率 1．0倍）

OART 　HACHI 　 △ ART 　KOBE 　　口 EI　Centro
　β配（

＝
snPT ！sne ， ）

1

O．4

　　　0　 ∫μ・

　　　 O　　　　　 l　　　　　 2　　　　　 3
図 5 ダ ン パー

の 等価繰返 し数の 低下率 。npi1，n ，i とfμ iの 関係

　 　 　 OART 　HACHI　 △ ART 　KOBE 　 口 EI　Centro

　　　　 fn ，
　 　 　2

1

0．2
　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 fμi

　 O　　　 l　　 2　　　 3　　　 4　　　5

　 図 6 主 架構 の 等価繰返 し数fn，とfPtiの 関係

　 　 　 Q
　 o

譜 　　 8 §詮　
゜

　。

0
　0 　0 　　　埜 O

・ 蠢
゜

軌 鑑 昭。

櫨 蠱
゜

□　　Q

　 o

騒重

味す る （図 6）。図 5 よ り，ノμ 1が 大き くな る と地震動 の 種類 に

関 わ らず 17niは低下 し，ノμt
＝2 程度か ら0．4 とな る傾 向 に あ る。

また，fμ i
＝0．5ま で は β，ti は 1，0 となっ て い る。等価繰返 し数は

ば らつ く値 で あるた め，図中の プ ロ ッ トの 中 間 を取 る よ うな線

を引 く と ， β． は fμ、 と係数 σ，b を用い て ，次式で表 され る。

lii瀞 1捗｝　 （4a−−c）

本 報で は，17niが 0．4 となるfμ 1 を時刻歴応答解析果 よ り 2 と定

め，a に一2〆5
，
　 b に 1．2 を用 い る 。

3．　2 主 架構の 等価繰返 し数 とfP ，
の 関係

　主架構 の 等 価繰 返 しtafntは次 式 で 算出 され る。
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〆

　　　　　　ノ 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （5）　 fni

＝
　　　 4・

f （〜丿ガ
（6mEXT−

∫
く51w）

こ こ に，fMpi ：主架構 の エ ネル ギ
ー
吸収量で あ る。

図 6 に 縦軸を主架構 の 等価繰返 し数∫
η D 横軸をfμi とした とき

の 時刻歴 応答解析結果を示 す。図 6 よ り，fn，は fPtiの 値 に関わ

らず概ね O．2〜1．0 の 値 とな る が，図 5 とは 異な り，ノμ，に対する

相関性 は低い 。fn 、が LO を超 え る もの は，ダン パ ー量 が 極 端 に

少 な く，入 力 加速度倍率が 4．0 倍で あ る場 合が 多い た め．本報

で は fni の 上限値 を LO， 下 限 値を 0．2 として 応答評価の ときに

用い る。

4．主架構の 塑性化の 程度 に応 じた エ ネル ギ
ー

法の 提案

4．1 エ ネル ギー
の 釣合式 の 導出

　エ ネル ギー法 は ， 最 大層 間変形 δm 。、iな どの 最大値 を算出 する

ときは最大応答発 生 時刻 tmに お けるエ ネル ギー
の 釣合式 （式 （6））

か ら，主 架構の 累積塑性変形 倍率 ノη、な どの 累積値 を算出 す る

とき は地 震 終 了 時刻 toにお け るエ ネ ル ギー
の 釣 合 式（N7 ））か ら

求 め る。そ れ ぞれ の 釣 合式 を以 下 に示 す
2）。

　，
膠 。  ・ 、躍。  ・

，
彫

，  ・ ，噌 。）− E
。 ω 　 　 （6）

　∫ 町 ω＋ 、唖 。）＝E 。   　　　　　　　　　の

こ こ に，ED ：損傷に 寄与す る入力エ ネル ギー1，，　fme ：主架構 の

弾性振動エ ネル ギー，、耽 ； ダ ン パー
の 弾性 振動 エ ネル ギー，

∫彫 ：主架構 の エ ネル ギー
吸収量 。吟 ： ダ ン パー

の エ ネル ギー

吸収量で ある。

　以下 に，式（6）で 用 い る諸元の 算出 式 を示 す。ED （t。）は，次 式

で求 め られ る り。

ED（’o）＝ユー・ルf・レ
厂6

　 　 　 2
（8）

こ こ に ， M ：総質量 ，
　 VD ：ED の 速度換算値 であ る。

式（6）の fM 。（tm）は，次式で 表され る
2）。

　 　 　 　 　 コソ　 　 　　 　　 　 　　ガ

　∫峨ω＝Σ fM 。j ＋ Σ 〆
m
’
e、　　　　　　　　 （9）

　 　 　 　 　 r．1　 　 　 　 　 　 　 同

　 　 　 　 　 　 ∫Qyi’ftii．T
こ こ で ，f　ur。i＝
　 　 　 　 　 　 　 　 2 ψ，＞ o）

は 主架構弾性式 よ り求め た最大 層間変形 δm 。、e、（式（20））が，主架

構の 降伏 変形 を超え な い 場合，そ の 層 の 主架構 は弾性 で あ る と

み な し，そ の 層 に の み 式（11）を適 用 す る。これ に よ り，層 に よ

っ て 主架構 が弾性で ある場合と弾塑性 である場合が混在す る建

物応答で も適切な エ ネル ギー
配分が可能 となる。

　式疋6）の fMp （tm），式〈7＞の fM ρ （to）は，次式 で 表 され る
2）。

　∫彫
厂
尸（この＝4

∫
η、・〃 ド ∫9v、（δn−．」一∫

」
，レ，）

　fMp （tG）＝〃 、
・
∫隣，＝f　7，・fρ，，・∫δガ ∫η、

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
−n ，

こ こで ，＿L ＝　fSi
’
∫Pi

　　　　〃 ・ 圭（fS ，
・
∫バ ）

　 　 　 　 　 　 irl

：：：：鉾蘇 劉
　　　　　一（《 ＋

∫
α

。）！（。α ，
，1＋

∫
α

，1）
　 　 　 ∫P 、

一
　　　　　　　　　　 属

　　　 n ，＝8　（梁降伏型 構 造 の 場合）

（12）

（13）

（14）

（10）

（15）

　　　　，
M ’。i＝

∫ρ 
ぎ

δ曜
誓 ・广 ・）　　　 （11）

こ こ に，ア（？max 　ev ：主 架構 弾性 式 （式（20））よ り求 め た主 架構 の 層せ

ん断 力 で あ る。

fM 。（tm）の 算出に お い て，文献 1で は全 層で 主架構 が 降伏 す る事

を仮定 して い たた め ， 式（10）を全層で 適用 して い たが，本報で

〔16）

（17）

こ こ に，fγ、： 主架構の 損傷分散係数，瓦 ：最適降伏せ ん 断力係

数分布
1），n ，

：損傷集 中指数で あ る。

主架構 が 塑性化 してい ない 層は ノ吟 が 0 とな るた め，本 報では

式（15）に お い て fSi の 値 をfPt，に よ っ て 場合分け し て い る。

　式（6）の 。吟 （tm），式 （7）の ∫ 吟 （to）は，次 式 で 表 され る
2）。

　、障。  ＝4．n。，・βガ 。乃 ・
鳥

・δ＿　　　　　　　　　（18）

　smP （to〕＝s
　r，

・
sWPt

＝、　r，

・、QM・s δi）叮・5 η，　　　　　　　　　　　　　　（19）

こ こ に，。γ、：ダン パ ーの 損傷分散係数
4），。ηt ：ダン パ ーの 累積

塑性変形倍率で ある e

4．2 主架構の 塑性化の 程度に 応 じた 応答評価フ ロ
ー

　本 節 では 3．1節で提 示 した ダン パ ー
の 等価繰返 し数の 低 下率

を，エ ネル ギー
法の 式に 組 み込 む事で ，主架構 の 塑性化 の 程度

に 応 じた応答評価法 を提案する 。 は じめ に ， 文献 4 で 示 され て

い る応 答 評 価式 （以 後 ， 主架構弾性式 ）を用 い ，主架構弾性式

よ り求 め た最大層間変形 δm 。、 e、
を算出す る。

・一 衡
・〔

f
δeMi

〕
・
〔淵

・
〔島〕

こ こ で，fai／fα 。は 次式 で 求 ま る。

弖 一一4，n 。i・・ バ 。γウ 曷
・血

f α 0 　　　　　　　　　　　　　　 ／
aD

（20）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）

・ 臆

こ こ に，fα o：1質点モ デル 非制振弾性系の 応答せ ん 断力係数　
1｝，

fd ，：主 架 構 の 最 適 降伏 層せ ん 断 力係 数 分 布
4，，　c ，につ い て は，
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文 献 1 を参 照 され た い
。

式（20）よ り求め た δ
，、a、

　ei を最大層 間 変形 tim
、、 」

で あ る とみ な し
，

主 架構 の 塑性変形倍率廼 （式 （3））を求め る。い ずれ の 層に お い て

もfμ i が 0 な らば，主 架構が全 層 で 弾性 で あ る とみ な し，主架

構 弾性 式 で 応 答評 価 を行 う。い ずれ か の 層 で fμ 、
＞ 0 とな る場 合

は，主架構 の 塑性 化 の 程度 に応 じた釣 合 式 よ り最 大 層 間 変形 を

求 め る。

　 これ よ り，主架構 の 塑性 化 の 程度に応 じた 最大層間変形 tim。．i

を算出す る。式（6）にお い て，sM 、（tm）は ED （t。）に対 して 極め て小

さ な値 となるた め ，。M 。（tm）＝0 とする。式（9），（12）及 び （18）を t＝

t皿の とき の 釣 合式 （6）に 代入 す る と，δm 卻は 次式 で 算出 され る。

磨 蒜誰鷙 畿缶 　 ・22・

こ こ で ，右辺 の β。，は δ．nt を含む項 で あるた め，左辺 の δm 脚

と値 を一致 させ る必 要が あ る。そ こ で ，は じめは主架構弾性式

よ り求 め た 13ni（］｝を使用 し，算出され る δmaXi

（2）
を用い て 再度β，。

（2）

を求め ， 式（22）に代 入す る 。 こ の 操作 を繰 り返 し，δm ．．−V
＋ 1｝が概

ね
一

定値 とな る δ伽 を建物応答値 とす る 。

　次に，主架構 の 塑性化の 程度に応 じた．fni， 。ηiを算出 す るた め

に ，
t＝t

。
の とき の 釣 合式 （7）に，式 （13）及び （18）を代入 す る と，

主 架構 の 累 積塑性 変形 倍 率〆η 、は 次式 で 算出 で き る 。 そ の 際 δm 踟

に は，式 （22）よ り求 め た 値及 び ，そ の 値 に 対 す る β。、を 用 い る。

　　　 Ep 　
−4

、
n

。，

・
廐、

い

  ル。9ガ 4 、〔’
＋1〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （23）　 fV ，＝
　　　　　　　 f7i

・
f ρPt

・
∫
　al．

さらに，t＝toの と きの 釣 合 式 に 式 （13）及び（19）を 代入 す る と，ダ

ン パ ー
の 累積塑性変形倍率 ，η，は 次 式で 算 出で き る。

。。 ．
E

ガ 尚 ρ・沸
’
fn，　 　 　 　 （24）

　　　　　 、ri・sQVi・5 へ

　図 7（a），（b）に，時刻歴応答 解析 （質点 モ デル ），本 手 法 （エ ネ

ル ギー
法）に よ り得られ た 10層モ デル の 高さ方向の 応答比較 を

示 す。比 較す る応答値は，主架構の 累積塑性変形倍率 fnt とダ

ン パ ー
の 累積塑性変形倍 率 。 η ，で あ る 。 解析 に用 い る地 震動は

ART 　HACHI （入 力加速度倍率 3．0倍）とし，。 α
，
，1＝O．leと した。

本手法 に用い る VD は，質点モ デル の 時刻歴応答解析か ら得 ら

れ た ｛直を用 い
， 。 砺 に は主 架構 を弾性設定 と し た結果の 全層の

srlei を平均 した 値を使用 す る。主 架構 の 等 価 繰 返 し数 ア副 こは，

f η、 （式（23））を求 め る ときは 主架構 に 対する 応答評価が 危険側 に

な らな い よ うに上 限値 で あ るfni
− 1．0 を，、ηi（式（24））を求 め る と

きは ダ ン パ ー
に 対す る応答評 価 が 危険側 に な らな い よ うに 下限

値で あ る fni
・
　O．2 を 使用 する （表 2 参照〕。

一 時刻歴 応答解析　　　　一●一本手法

　　　（質点モ デル ）　　　　 （エ ネル ギー
法）

　 FL　　　　　 　　　　　　　　　 　FL
　 lO　 　 　　 10
　 9　 　　　 9
　 8　 　 　　 8
　 7　 　　　　 7
　 6　 　　　　 6
　 5　 　　　 5
　 4　 　　　　 4
　 3　 　 　　 3
　 2　 　　　　 2

　 0　　 　　　 　　 　　 　　 　　 　 0
　 　012345 　 0 　200400600

　　　　 （a）∫η， 　 　 　 　 　 （b）、η、

　　 図 7 時刻歴解析 との 高 さ方向の 応答比 較

　（10層モ デル ，ART 　HACHI ，。a
｝
．广 0．10，3．0 倍）

　表2 応答評価 式 に用い る VD ，。nel ．fn，の 値

　図 7（a）より，本手法 の fη、は時刻歴 応答解析 と比較 して 安全側

の 評価 となる事が分か る。図 7（b）よ り，本 手 法 の 。ηi は時 刻歴

応答解析 の 傾向を捉えてお り，同 等な値 とな る。これ に よ り，

本手 法 は fηt ，、η1 の評価法 として 妥当で ある と言える。

5 まとめ

　 本報で は ，主架構の 塑性化 の 程度 に応 じて ダン パ ー等価繰

返 し数が徐 々 に低下する 影響を考慮 した応答評価式 （本手 法 ）

を提案 した。さらに ，本手 法 と時刻歴 応答解析 との 結果を比

較 検 証 す る事 で ，本手法の 有用性を確認 した 。
こ れ に よ り，

建物 架構 の 状 態 に 応 じて 適 切 なエ ネ ル ギー
配分が 可能 となる。
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